
（平成２２年１月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 4 件

年金記録確認三重地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

三重国民年金 事案 798 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36 年４月から同年９月までの期間及び 38 年６月から 39 年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から同年９月まで 

  ② 昭和 38年６月から 39年３月まで 

国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付については、夫の分も含

めてすべて私がやっていた。申立期間当時は、夫婦二人分の保険料を役場

で納付しており、申立期間について夫は納付済みとされているのに、私の

記録が未納及び申請免除期間とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間について国民年金保険料をす

べて納付している上、申立人の夫についても、国民年金制度が発足した昭和

36 年４月以降、保険料をすべて納付していることから、申立人の納付意識は

高かったものと思われる。 

   また、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号は、昭和 37 年８月に夫婦

連番で払い出されていることから、申立期間①の国民年金保険料は過年度納

付により納付することとなるが、申立人は、「加入当初にそれまでの期間の

保険料をまとめて納付した覚えもある。」としている上、申立人の夫は申立

期間①の保険料を納付済みであること、申立期間①は６か月と短期間である

ことなどを勘案すると、申立人の申立期間①に係る保険料は、その夫の保険

料と併せて納付したと考えるのが自然である。 

   さらに、申立期間②は 10 か月と短期間である上、当初の申立期間②を含む

昭和 38 年度の申請免除期間について免除期間中である昭和 39 年３月に 38

年４月及び同年５月の国民年金保険料を追納しているが、申立人の夫は申立

期間②を含む 38 年度の保険料を納付済みであること、申立期間②以降の保



                      

  

険料は現年度納付されていること等を踏まえると、免除期間のうち一部期間

について保険料の追納を行っておきながら、あえて申立期間②の保険料を納

付しなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付したものと認められる。 



                      

  

三重厚生年金 事案 811 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 36 年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 6,000 円と

することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年３月１日から同年４月１日まで 

私は申立期間にＢ社Ｃ支店からＡ社に出向し継続して勤務していた。Ｂ

社Ｃ支店とＡ社は、その後、Ｄ社として同一会社となっているので、厚生

年金保険の加入記録に１か月の空白期間があるはずが無い。申立期間につ

いて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｅ社（Ｂ社及びＡ社の後継会社）本社から提出された申立人に係る所属履

歴、申立人の雇用保険の加入記録及び複数の同僚の供述から判断すると、申

立人が申立期間においてＡ社に継続して勤務し（昭和 36 年３月１日にＢ社Ｃ

支店からＡ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 36

年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 6,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、このほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



                      

  

三重厚生年金 事案 812 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における資格喪失日は昭和 46 年 10

月 21 日と認められることから、申立期間における厚生年金保険被保険者資格

の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年 10月１日から同年 10月 21日まで 

昭和 45 年４月１日からＡ社に入社し、平成 20 年６月 27 日まで継続して

勤務していたが、申立期間が空白期間となっているのは考えられない。私は、

46 年 10 月１日にＤ支店の開設準備員に任じられたため同社Ｃ支店から異動

し、同年 10 月 21 日から同社Ｄ支店で勤務した。申立期間について厚生年金

保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社の在職期間証明書、Ｂ社から提出された人事記

録及び申立人の雇用保険の加入記録により、申立人が申立期間にＡ社Ｃ支店

で継続して勤務していたことが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社Ｄ支店が厚生年金保険の適用事業所

となった昭和 46 年 10 月 21 日に同社Ｄ支店における厚生年金保険被保険者資

格を取得した同僚 20 人のうち、18 人については申立期間において厚生年金

保険被保険者期間が継続していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社Ｃ支店における資格喪失日は

昭和 46年 10月 21日と認められる。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 813 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成 15 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 20 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年３月 31日から同年４月１日まで 

私は、平成３年５月１日から 15 年３月 31 日までの期間にＡ社で勤務し

ており、申立期間に係る厚生年金保険料も給与から控除されていた。しか

し、同社が事務手続を誤ったため、社会保険事務所（当時）には当該期間

の記録が無い。申立期間について厚生年金保険被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る平成 15 年分の給与所得の源泉徴収票、源

泉徴収簿、同社への照会結果及び同社の事務担当者の供述から、申立人が申

立期間に同社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社における平

成 15 年分の給与所得の源泉徴収票、源泉徴収簿及び平成 15 年２月の社会保

険事務所（当時）の記録から、20万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、事業主が保管している健康保険厚生年金保険資格喪失確認通知書に

おける資格喪失日が平成 15 年３月 31 日となっており、申立人の申立てどお

りの届出は行っていないとしていることから、事業主が同日を資格喪失日と

して届け、その結果、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る同年３月の

保険料について納入の告知を行っておらず、（社会保険事務所（当時）が納

入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又

は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

三重国民年金 事案 799 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成４年２月から同年５月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年２月から同年５月まで 

平成４年１月末ごろ、会社を退職し、市役所で国民年金の加入手続を行

った。申立期間の国民年金保険料は、妻が夫婦二人分を銀行で納付した。

申立期間について、妻は納付済みとなっており、私の分だけが未納とされ

ているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

また、オンライン記録によると、申立期間は平成 10 年９月 16 日に国民年

金の加入期間として追加処理されたものであり、このことを前提とすると、

追加処理が行われるまでは申立期間は国民年金の未加入期間であったと考え

られる上、追加処理が行われた時点では、申立期間は時効により保険料を納

付することはできない期間である。 

さらに、申立人は、平成４年１月末ごろ、会社を退職し、国民年金の加入

手続を行ったと主張しているが、市が保管している申立人の国民年金被保険

者名簿等を調査しても、申立期間当時に加入手続を行った形跡は無い上、申

立人の国民年金加入記録は、９年１月に導入された基礎年金番号（厚生年金

保険の記号番号が基礎年金番号となっている。）により管理されていること

から、同年１月より前に加入手続を行ったとは考え難く、申立期間について

別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も無い。 

加えて、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

三重国民年金 事案 800 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 41 年７月までの期間、58 年１月から 61 年３

月までの期間及び同年７月から 62 年６月までの期間の国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年４月から 41年７月まで 

             ② 昭和 58年１月から 61年３月まで 

               ③ 昭和 61年７月から 62年６月まで 

結婚後、夫と話し合い、将来のために国民年金に入っておいた方が良い

ということで加入した。国民年金保険料については、当時、市民センター

に納付書とお金を持参して納付していた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料(家計簿、確定申告書等)は無い上、申立人は、高齢等のため聴取に応

ずることができないことから、国民年金の加入手続及び保険料納付の状況が

不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 41 年８月に任意加入により

払い出されているが、申立期間①については、申立人の夫は厚生年金保険に

加入しているため国民年金の任意加入対象期間となることから、加入手続を

行った時点から遡及
そきゅう

して国民年金に加入することはできず、申立期間①は未

加入期間となっている上、申立期間①について別の国民年金手帳記号番号が

払い出された形跡も無い。 

さらに、申立期間②については、申立人から当時の状況について聴取でき

ないが、オンライン記録及び市の記録共に未加入期間となっている上、市が

保管する申立人の国民年金被保険者名簿において、資格喪失年月日として昭

和 58 年１月 28 日と記載されており、「喪失申出 58．１．29」と押印されて

いることから、申立人が、同年１月 29 日に国民年金被保険者資格の喪失手続

を行ったと考えるのが自然である。 

加えて、申立期間③については、申立人の夫が厚生年金保険被保険者資格

を喪失したことにより、第３号被保険者から第１号被保険者へと種別変更さ

れた期間であるが、オンライン記録によると、当該種別変更処理は、申立期



                      

  

間③後の昭和 62 年９月 26 日に行われている上、市の申立人の被保険者名簿

にも、61 年７月１日強制被保険者資格取得の記載と共に「62．９．21」の押

印が有るほか、申立人の夫の国民年金手帳記号番号も 62 年９月ごろに払い出

されていることから、申立期間③に係る種別変更手続は、申立人の夫の国民

年金被保険者資格取得手続と共に同年９月ごろに行われたものと考えられる。

このため、申立期間③は、その時点では過年度納付によらなければ国民年金

保険料を納付することはできない期間であるが、申立人の夫に聴取しても、

遡及
そきゅう

して保険料を納付した記憶は無いとしている上、申立人の夫についても

申立期間③のうち 61 年７月から 62 年３月までの保険料は未納となっている。 

その上、申立人の夫は、申立期間③のうち昭和 62 年４月から同年６月まで

の国民年金保険料を同年９月に納付しているが、申立人については、市が保

管している申立人の被保険者名簿によると、その備考欄に「63．６．29 申請

免除却下（62．４～63．３）」の記載が有ることから、63 年６月の時点で、

申立期間③のうち 62 年４月から同年６月までは未納であったことが確認でき

るほか、申立期間③直後の同年７月から同年９月までの保険料を平成元年９

月に納付しているが、その時点では、申立期間③は時効により保険料を納付

できなかったものと考えられる。 

このほか、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

三重国民年金 事案 801 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年３月から 61 年３月までの国民年金保険料については､納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年３月から 61年３月まで 

中学卒業後、厚生年金保険に加入し、結婚後の昭和 45 年１月に国民年

金に加入した。それ以降、国民年金を止めた覚えは無く、掛け続けてきた

つもりでいたので、申立期間が未納とされていることは考えられない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料(家計簿、確定申告書等)は無い上、申立人は、申立期間の国民年金保険料

の納付状況についての具体的な記憶も無い。 

また、申立人は、昭和 60 年３月の時点で、国民年金の任意加入の喪失手

続を行った記憶は無いとしている一方、申立期間後の第３号被保険者への種

別変更手続についての記憶も無く、当時の状況が不明である。 

さらに、市が保管している申立人の国民年金被保険者名簿には、資格喪失

年月日欄に「60．３．28」と記載されており、昭和 60 年３月 28 日に資格喪

失したことが確認でき、申立期間は国民年金の未加入期間となっている。 

加えて、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 



                      

  

三重厚生年金 事案 814 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年１月 25日から 34年９月 27日まで 

             ② 昭和 37年１月 29日から同年６月１日まで 

             ③ 昭和 38年６月 26日から同年 12月１日まで 

私は申立期間①、②及び③について、Ａ社に勤務していた。仕事は旋盤

技術者で、同社から、Ｂ社、Ｃ社等に技術指導のため出向したが、籍はＡ

社にあったはずなので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①、②及び③にＡ社に在籍していた複数の同僚（申立人が記憶し

ている同僚を含む。）に照会したところ、申立人を覚えていると供述する者

はいるものの、いずれも申立人が勤務していた時期等については記憶してお

らず、申立ての事実を確認できる供述等を得ることはできなかった。 

また、Ａ社は昭和 62 年７月 21 日に厚生年金保険の適用事業所に該当しな

くなっているため、閉鎖登記簿謄本により判明した申立期間当時の役員に照

会したところ、当時の資料は残っておらず不明であるとの回答があり、申立

人の申立期間①、②及び③に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年

金保険料の控除の状況について確認することはできなかった。 

さらに、申立期間②及び③について、Ａ社の厚生年金保険被保険者原票の

健康保険整理番号＊番（昭和 37 年１月５日資格取得）から＊番（昭和 38 年

12 月１日資格取得）までを調査したが、健康保険整理番号に欠番は無く、申

立人の被保険者原票は確認できない。 

加えて、申立人は、申立期間については、Ａ社に籍を置いたまま、Ｂ社及

びＣ社に出向したと供述しているが、上記Ａ社における複数の同僚が、他の



                      

  

事業所への出向制度は無かったと供述している上、オンライン記録によると、

申立人は、申立期間②の直前の期間についてはＢ社が厚生年金保険の適用事

業所となった昭和 36 年９月１日から同社において被保険者になっており、

申立期間③の直前の期間についてはＣ社が厚生年金保険の適用事業所となっ

た 37 年６月１日から同社において被保険者になっていることが確認できる。

このため、申立期間②当時の状況についてＢ社に勤務していた複数の同僚に、

申立期間③当時の状況についてＣ社に勤務していた複数の同僚に照会したと

ころ、申立人を覚えていると供述する同僚はいるものの、申立人が勤務して

いた時期等については記憶しておらず、申立てに係る事実を確認することは

できなかった。 

その上、申立人の申立期間②及び③に係る勤務実態、厚生年金保険の適用

及び厚生年金保険料の控除の状況について、Ｂ社の当時の役員及びＣ社の当

時の事業主に照会を試みたものの、それぞれ病気及び他界しているため、こ

れらを確認できる関連資料や供述等を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 815（事案 404の再申立て） 

  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29年 10月６日から 33 年６月 30日まで 

前回、Ａ社（現在は、Ｂ社）で勤務していた申立期間については、年金

記録の訂正はできない旨の通知を受けた。 

申立期間における当時の上司や同僚の氏名等を思い出したので、申立期

間について再調査してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間（前回は、昭和 29 年 10 月６日から 32 年 12月 10 日まで）に係る

申立てについては、Ｂ社に照会したものの、当時の資料は残っておらず、申

立人の勤務実態、厚生年金保険の適用等に係る関連資料や供述を得ることが

できなかったこと、申立人が昭和 30 年９月ごろに受けたとしているＣ検定試

験の関連書類も残っておらず、申立期間の勤務実態を確認することができな

かったこと、同社における申立期間当時の複数の同僚に照会したものの、申

立てに係る事実を確認できる供述等を得ることはできなかったこと等を理由

として、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年４月 16 日付けの年金記録の

訂正は必要でないとする通知が行われている。 

申立人は、新たに申立期間当時の上司及び同僚を思い出したので事実関係

を再確認してほしいと主張しているため、申立人から氏名の提示があった上

司や同僚を含む複数の同僚に照会したところ、同僚の一人から「私は、Ｂ社

を昭和 30 年６月ごろに退社したが、申立人は自分より先か、又は同じ時期ぐ

らいに辞めたと思う。」との供述があった上、申立人を覚えていると供述す

る別の同僚においても、申立人が勤務していた時期等については記憶してい

ないほか、同社における当時の厚生年金保険適用に係る取扱い等についての

供述等も得ることはできなかった。 



                      

 

  

したがって、申立人が主張している事情を調査しても、委員会の当初の決

定を変更すべき新たな事情とは認められず、そのほかに委員会の当初の決定

を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年金保険被

保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを認めることはできない。 



                      

  

三重厚生年金 事案 816 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35年７月から 36年 10 月まで 

私は、Ａ社に正社員として採用されることを条件に自宅を営業所の事務

所として提供した。昭和 36 年には販売コンテストに受賞しているが、入社

してすぐには受賞できないことから、申立期間に在籍していたことは明ら

かである。しかし、社会保険事務所（当時）の厚生年金保険の加入記録は

同年 10 月１日からしか無く、納得できるものではない。申立期間について

厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ支店において申立期間に厚生年金保険被保険者であった複数の同僚

等のうち、一人の上司から「申立人が販売コンテストに受賞したとしている

ならば営業職である。営業職は、入社当初、委託社員であるが販売実績によ

り準社員となり、その後の成績に応じて厚生年金保険に加入させていたと思

う。｣との回答があった上、当時の厚生年金保険の事務を担当していた同僚一

人からも、「営業職は準社員の身分で正社員ではなく、営業成績が良く何年

も勤務しなければ厚生年金保険に加入させることはなかった。｣との回答があ

ったほか、当時、営業職であったとしている同僚３人については、いずれも

本人が記憶している勤務期間より健康保険厚生年金保険被保険者名簿の厚生

年金保険の被保険者期間が短くなっていることから、同事業所おいては、勤

務期間すべてについて厚生年金保険に加入させていたとは言えない状況がう

かがえる。 

また、申立人の申立期間に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年

金保険料の控除の状況についてＡ社を継承しているＣ社に照会したところ、

当時の資料は残っていないため不明であるとの回答があり、これらを確認で



                      

  

きる関連資料や供述を得ることはできなかった。 

さらに、Ａ社Ｂ支店の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立期間

について申立人の氏名は無く、記載内容に不合理な点は見られない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

三重厚生年金 事案 817 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年８月から 37年８月まで 

私は、昭和 36 年８月から 37 年８月までの期間にＡ社Ｂ営業所に勤務し、

販売業務等をしていたが、厚生年金保険の加入記録が無いのは納得がいか

ない。申立期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社Ｂ営業所に勤務していたとしているところ、同事業所は厚

生年金保険の適用事業所として確認できないが、オンライン記録により同社

（本社）の厚生年金保険被保険者であった同僚から、同社Ｂ営業所に勤務し

ていたことがあると供述していることから、同社Ｂ営業所の従業員は同社に

おいて厚生年金保険の一括適用をしていたと推認される。 

また、Ａ社において申立期間に厚生年金保険被保険者であった複数の同僚

に照会したところ、一人の同僚から、「営業に従事していた者は３か月か半

年ぐらいの見習期間があった。当該事業所には昭和 36 年ごろに入社し５年ぐ

らい勤務した。」との供述があったが、当該同僚は、本人が記憶している勤

務期間よりオンライン記録の厚生年金保険の加入期間が短くなっている上、

別の同僚からは「営業職については、正社員になれるかは営業成績次第であ

った。」との供述があったことから、同社においては、すべての従業員を厚

生年金保険に加入させていたとは言えない状況がうかがえる。 

さらに、Ａ社は昭和 40 年 11 月１日に厚生年金保険の適用事業所に該当し

なくなっている上、閉鎖登記簿等による調査でも当時の事業主の所在が判明

しないため、申立人の申立期間に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚

生年金保険料の控除の状況について関連資料や供述を得ることはできなかっ

た。 



                      

  

加えて、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び被保険者原票には、

申立期間について申立人の氏名及び被保険者原票は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


